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名   称 南小宮地区地区計画 

位   置※ あきる野市草花字南小宮地内 

面   積※ 約３．６ｈａ 

地区計画の目標  本地区は、市東部に位置し、市民の憩いの場であり避難場所である草花総合公園や多摩川の支流である清流平井川、良好な低層住

宅地に囲まれた区域である。 

地区の周辺には、秋多都市計画道路３・４・６号線（福生狩宿線）及び３・３・９号線（小川草花線）の整備が進められており、

沿道には日常生活を支える店舗等や通勤や通学を支える公共交通が整備されるとともに、都市計画河川や下水道施設の整備が完了し

ている。 

 本市では、東日本大震災を踏まえ防災まちづくりが急務であり、防災まちづくりに重点的かつ優先的に取り組むとしている。本地

区は、「南小宮地区まちづくり方針」において、避難場所や避難所に隣接する立地特性を生かして、地域の自主的な防災活動を支える

とともに災害時の情報発信や物資配給の拠点として機能するなど、地域の防災活動の核となる地区として計画的な整備を図ることと

している。また、少子高齢社会に対応し、高齢者の在宅支援や子育て支援など、地域における福祉サービスの向上に資するまちづく

りが求められている。 

本地区は、周辺の都市基盤や生活基盤を有効に活用し、公共施設等の整備や道路、広場等の基盤整備を進めるとともに、適正な土

地利用の誘導、保全を図り、防災や福祉など市のまちづくりの重点課題に一体的に対応する新たな市街地の形成を図ることを目標と

する。 
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土地利用の方針 区域を４地区に区分し、地区の特性や地区間の連携に配慮しつつ、地域福祉の増進や良好な教育環境の保全などの課題に対応した

土地利用の誘導や保全を図るとともに、災害時には各地区が一体となり、迅速な救援、応急対策活動、物資配給の拠点等の防災機能

を備え、地域の防災活動の核となる地区の形成を図る。 

 住宅地区Ａ： 

 住宅地区Ｂ： 

 

 福祉施設地区： 

 

 

 教育施設地区： 

戸建住宅や既存の土地利用を保全し、良好な住環境の形成を図る。 

市内各地に点在する老朽化した公営住宅の集約化及び更新を図るとともに、災害時には、炊き出しや災害支援物

資の供給などの応急対策活動が行える空地等を適切に設け、安全安心に暮らせる良好な住環境の形成を図る。 

高齢者支援や子育て支援を行う福祉複合施設の整備により、地域福祉の増進に資する市街地の形成を図るととも

に、災害時には被災弱者の避難所として機能するよう配慮した整備等を行い、地区内の避難所や各地区の防災機

能と連携し、防災力の強化に資する土地利用の誘導を図る。 

既存の小学校などの教育環境を保全しつつ、避難所としての機能向上に資する土地利用の誘導を図る。 

決定  平成２４年１２月１９日 あきる野市告示  第１４０号 



 
地区施設の整備

の方針 

 地区内の交通利便性を増進する道路や良好な住環境の形成を図るための通路及び緑地、良好なコミュニティ形成に資する広場を整

備し、適切に配置する。 

 道路及び通路の整備にあたっては、災害時の避難安全性の確保に配慮するとともに、広場については、炊き出しや災害支援物資の

供給などの応急対策活動が行えるよう必要な防災機能を備えたものとする。 

建築物等の整備

の方針 

 周辺の自然環境、低層住宅地との調和及び公共公益施設の機能の向上を図るため、建築物等の用途の制限、建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限及び垣又はさくの構造の制限を定める。 
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種  類 名  称 幅  員 延  長 備  考 

道  路 

道 路 １ ６．０ｍ 約１３０ｍ 拡 幅 

道 路 ２ ６．０ｍ 約１４５ｍ 新 設 

緑  地 

名  称 面  積 備  考 

緑 地 １ 約２１０㎡ 新 設 

緑 地 ２ 約２７０㎡ 新 設（道路１及び通路２から広場２へ通行できる形態とする） 

緑 地 ３ 約１００㎡ 新 設 

緑 地 ４ 約９０㎡ 新 設 

広  場 

広 場 １ 約２７０㎡ 新 設 

広 場 ２ 約３２０㎡ 新 設 

その他の

公共空地 

名  称 幅  員 延  長 備  考 

通 路 １ ３．０ｍ 約２５ｍ 新 設 

通 路 ２ ５．０ｍ 約１００ｍ 新 設 

通 路 ３ ５．０ｍ 約３５ｍ 新 設 

 



※は知事協議事項 

「区域、地区の区分及び地区施設の配置は、計画図表示のとおり」 

 理由：地域の防災機能の強化や良好な住環境及び地域福祉の増進に資する新たな市街地の形成を図るため、地区計画を決定する。 
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地区の

区分 

名 称 住宅地区Ａ 住宅地区Ｂ 福祉施設地区 教育施設地区 

面 積 約０．１ｈａ 約１．４ｈａ 約０．２ｈａ 約１．９ｈａ 

建築物等の用途の制限 

― 

 次の各号に掲げる建築物

以外の建築物は、建築しては

ならない。 

１ 公営住宅 

２ 上記１に掲げる建築物

に付属する建築物 

３ 市長が公益上必要と認

める建築物 

次の各号に掲げる建築物

以外の建築物は、建築しては

ならない。 

１ 学童保育に供する施設 

２ 建築基準法施行令（昭和

２５年政令第３３８号）第

１３０条の４第２号に掲

げる建築物 

３ 上記１から２に掲げる

建築物に付属する建築物 

４ 市長が公益上必要と認

める建築物 

 次の各号に掲げる建築物

以外の建築物は、建築しては

ならない。 

１ 小学校及び中学校 

２ 児童厚生施設 

３ 学童保育に供する施設 

４ 上記１から３に掲げる

建築物に付属する建築物 

５ 市長が公益上必要と認

める建築物 

建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限 
建築物の外壁、屋根及び工作物の色彩は、刺激的な原色を避け落ち着きのある色調にするものとする。 

垣又はさくの構造の制

限 

 計画図２に定める道路１、道路２、通路１、通路２及び通路３に面する側の垣又はさくの構造は、段差や高低差のない

出入口を適切に設け、災害時の避難や災害活動等に支障をきたさないよう配慮した構造とする。 

 

土地の利用に関する事項 周辺の自然地との調和を図るため、敷地内の緑化に努める。 


